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　　はじめに

 

 　これらを踏まえ、本推進計画は、「秋田市次世代育成支援行動計画」と「第11次

秋田市総合計画」を整合させた計画としました。

   本市の子ども関連施策が、有機的作用によって、より効率的に推進されるよう

努めてまいります。

 　このたび、本市は、「秋田市子ども条例推進計画（以下、「推進計画」という。）」

を策定いたしました。

　 これは、平成18年５月５日に施行された「秋田市未来を築く子どもを育むための

市民や社会の役割に関する条例（以下、「秋田市子ども条例」という。）」の定めに

よるものであります。

   推進計画の策定にあたっては、「秋田市子ども条例」がめざす社会の実現に向

けて、着実に推進できることを主眼としました。

 　本市の子どもに関する施策は、平成16年度に策定した、長期計画「秋田市次

世代育成支援行動計画」を基本として進められております。

   平成１７年度からは、企画調整部に男女共生・次世代育成支援室を設け、全庁

横断的に子ども関連施策を実施しているところであります。

   加えて、少子化対策により重点的集中的に取り組む必要があるとし、昨年度に

策定した「第11次秋田市総合計画」において、「次世代育成」を重点・横断テーマ

と定め、19-21期計画に具体的施策を掲げ、強化を図ることにしました。

 　「秋田市子ども条例」の目指すところは、「すべての子どもが健やかに育まれ、

かつ市民一人ひとりが子どもの育成に誇りと喜びを感じることができる社会の実

現を図る」ことにあります。

 　「秋田市次世代育成支援行動計画」では、基本理念を『みんなで育み　支え合

う　「子育ち・子育て・秋田育ち」～子どもの笑顔　しあわせ実感～』としており、そ

の考えの基底に相違はないものです。
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１　 推進計画策定の基本的考え方

（１）　「秋田市子ども条例推進計画」は、秋田市子ども条例第15条を根拠に策定します。

　（推進計画）

２　推進計画策定の視点

第２章　子どもにとって大切なこと

第３章　それぞれの役割

第４章　市の責務

（２）　３つの章に合わせて、既存計画に掲げる施策・事業を整理しています。

第15条　市は、子どもの育成について、その政策を計画的に進めていくため
　の基本となる計画（以下「推進計画」といいます。）をつくります。
２　市は、推進計画を策定するときは、この条例の趣旨に基づき、市民から
　意見等を求め、その反映に努めます。
３　市は、推進計画を策定したときは、分かりやすく公表します。

（３）　整理した重点・横断テーマ｢次世代育成｣の96事業について、事業概要と事業費、19

     年度の成果を示しております。

（４）　新たな視点として、今年度最重要課題として掲げられた「家族・地域」や「雇用」など

　　の切り口からの検証も加え、家族・地域の絆づくりの取り組みとの連携を図っておりま

　　す。

　　①　第２章から第４章の各章ごとに、「秋田市次世代育成支援行動計画」で掲げる49

　　　施策・173事業を整理しています。

　　②　第２章から第４章の各章ごとに、「第11次秋田市総合計画」で示された重点･横断

　　　テーマである「次世代育成」の34主要施策・96事業を整理しています。

（２）　推進計画は、次世代育成支援対策推進法(平成15年法律第120号)に基づく長期計

     画として策定した「秋田市次世代育成支援行動計画」を基礎として、策定するもので

　　す。

　　　　「秋田市次世代育成支援行動計画」は、前期計画を平成17年度～21年度、後期計

　　画を平成22年度～26年度とする長期計画であることから、推進計画をより実効性のあ

　　る単年度計画と位置づけました。

（１）　秋田市子ども条例の各章のうち、子どもの育成のために深く関わりがあるものとし

　　て、次の３つの章に着目しています。

秋田市子ども条例秋田市子ども条例
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３　「秋田市次世代育成支援行動計画」と推進計画について

年度

H17

H18

H19

H20

H22

H23

H24

H25

H26

（１）　「秋田市次世代育成支援行動計画」は、平成17年度～21年度を前期計画、

　　平成22年度～26年度を後期計画とする長期計画です。

　　　推進計画は、行動計画を基礎として、新たな視点も加えた単年度ごとの計画で

　　あり、毎年策定することとしております。

推進計画

H21
策定方針見直し
後期計画策定

前期計画 －

－

H19推進計画

（２）　平成21年度は、「秋田市次世代育成支援行動計画」の前期５年の最終年度で

　　あるので、後期５年の策定方針について、見直し作業を行うとともに、推進計画の

　　構成の見直しも行います。

H21推進計画

H25推進計画

H26推進計画

秋田市次世代育成支援行動計画

後期計画 H22推進計画

H23推進計画

H24推進計画

H20推進計画

後期計画策定に基づく
平成22年度以降の構成の見直し

　　　　　新たな視点からの取組

　　　　　新たな視点からの取組

（秋田市子ども条例に掲げるめざす社会）
『すべての子どもが健やかに育まれ、かつ市民一人ひとりが子どもの育成に誇りと喜
びを感じることができる社会』の実現

（秋田市次世代育成支援行動計画に掲げる将来都市像）
『子どもたちの歓声がこだまし、子育てに喜びと楽しみを実感できる活力あるまち』
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４　推進計画の活用について

（１）策定の手法

（２）活用の仕方

①　推進計画に掲げた事業の成果目標について、達成状況等を管理し、公表するととも
　に、めざすべき成果に近づけるべく、次年度計画に盛り込む事業を検討します。

②　計画策定後、めざすべき成果を実現するための事業のあり方について、広く市民から意
　見を聴取します。

③　市民からの意見や成果目標の進捗状況を踏まえ、新たな視点からの取組も含めて、
　　次年度計画に盛り込む事業（取組）を検討します。

⑤　①～④の工程を経て、毎年度、推進計画を策定します。

①　進捗管理を行い、事業の達成度を計ります。

②　事業の達成度が低い場合、その原因と対応策を打ち出します。

③　重点的に取り組む施策について、市民の意見などを取り入れます。

④　次年度計画に盛り込む事業（取組）をとりまとめます。

⑤計画の策定

②次年度計画
に向けた市民からの
意見聴取

③市民の意見
・成果目標の進捗
状況を踏まえた
次年度事業
の検討

④次年度事業
のとりまとめ

子ども条例に掲げる理念の実現に向けたサイクル

①庁内の
進捗管理
成果目標の設定
成果の検証

－　3　－



５　秋田市子ども条例章別体系図の概要

秋田市次世代
育成支援
行動計画

第11次
秋田市総合計画
重点・横断テーマ
「次世代育成」

（１）子どもにとって大切なこと（第２章）

子どもの個の尊重 （第４条）

子どもの意見表明 （第５条）

子どもの参加 （第６条）

子どもの場の確保 （第７条）

子どもの心身の健康 （第８条）

子どもの安全確保 （第９条）

（２）それぞれの役割（第３章）

家庭の役割 （第10条）

学校等の役割 （第11条）

地域の役割 （第12条）

職場の役割 （第13条）

（３）市の責務（第４章）

市の責務 （第14条）

４９施策
１７３事業

３４主要施策
９６事業

　秋田市子ども条例の３つの章の視点から「秋田市次世代育成支援行動計画」と「第11次秋田

市総合計画 」重点・横断テーマ「次世代育成」を体系的に整理しました。

秋田市の既存計画

「秋田市子ども条例」の３つの章の視点

からだ（基本目標１）

こころ（基本目標２）

くらし（基本目標３）

あきた（基本目標４）

みらい（基本目標５）

緑あふれる環境を
備えた快適なまち
（２章）

健康で安全安心
に暮らせるまち
（３章）

家族と地域を支え
あう元気なまち
（４章）

人と文化をはぐく
む誇れるまち
（５章）

豊かで活力に満ち
たまち
（１章）

緑あふれる環境を
備えた快適なまち
（２章）

家族と地域を支え
あう元気なまち
（４章）

人と文化をはぐく
む誇れるまち
（５章）

基本方針

３章
１２条文

こころ（基本目標２）

くらし（基本目標３）

あきた（基本目標４）

基本理念
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６　秋田市子ども条例章別体系図

　（１）　子どもにとって大切なこと（秋田市子ども条例第２章）

条

2-3 男女共生意識の啓発

3-13 男女共生意識の啓発（再掲）

2-2 豊かな人間関係の構築

2-6 子ども会活動の支援

2-4 子どもの体験活動機会の提供 2-1 子育て支援体制の充実
3-1 児童虐待防止策の充実 2-2 保育サービス提供体制の整備
3-2 多様な保育ニーズへの対応

3-3 保育需要への対応

3-4 保育環境の整備

3-5 保育料の負担軽減

3-6 放課後児童健全育成事業

3-9 子育て支援サービスの充実

5-3 青少年の健全育成活動の推進

5-7 公園の整備・管理

1-1 妊産婦保健の充実
1-2 乳幼児保健の充実

1-3 予防接種の充実

1-4 食育の充実

1-6 健康教育・性教育の充実

1-7 小児医療体制の整備

1-8 医療費等の助成

5-2 防犯への配慮

5-4 交通安全の普及・啓発

5-7 公園の整備・管理

5-8 市営住宅の有効活用

5-9 公共交通の整備

4-2 地域内道路の整備と維持管理
5-2 バス交通機能の確保

3-2 児童生徒の安全対策の実施
3-3 交通安全対策の実施

2-5 地域の児童健全育成の拠点とし
　　ての対応

施　策 節 主要施策

5-1 文化の創造

2-2 都市基盤の
     確立

5-1 文化の創造

3-1 安全な生活
     の実現

第11次秋田市総合計画
重点・横断テーマ「次世代育成」
(章－節)，（項－主要施策）

4-2 地域福祉の
     充実

4-2 地域福祉の
     充実

2-2 疾病の予防策の実施

4-1 家族や地域
    を支える絆づ
    くり

4-1 国際交流活動の推進

1-1 家族・地域の絆づくりの意識啓発
1-2 家族・地域をつなぐ取り組みの推進
2-1 男女共生の意識啓発と実践

1-1 地域福祉活動の促進
子どもの
参加
（第６条）

子どもの
安全確保
（第９条）

5-1 子どもを災害から守るための取り組み

5-5 人にやさしい道路環境の整備

5-6 人にやさしい道路環境の整備
　　（冬期）

秋田市
子ども条例

子どもの
場の確保
（第７条）

子どもの
心身の
健康
（第８条）

秋田市次世代育成支援行動計画
（基本目標－施策）

3-7 ひとり親家庭等の自立支援の推進

4-2 地域子育て支援の核施設として
　　の保育所の活用

1-5 スポーツを通した｢からだ｣と｢こころ｣
　　の育ちへの支援

4-1 子育て支援のネットワークづくり

子どもの
個の尊重
（第４条）

子どもの
意見表明
（第５条）

3-1 スポーツ活動への支援
3-2 スポーツ施設の整備・活用

1-3 食育の推進

3-2 安心して暮
     らせる毎日の
     実現

2-3 感染症対策の実施
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　（２）　それぞれの役割（秋田市子ども条例第３章）

条

2-6 子ども会活動の支援

3-11 子育て力の向上

4-6 市民活動の促進

4-3 家庭教育の強化

2-1 幼児教育の充実

2-2 豊かな人間関係の構築

2-4 子どもの体験活動機会の提供

2-7 心の健康づくり体制の充実

1-2 学習環境の整備

1-3 青少年の健全育成の推進

2-1 幼児教育の充実

3-8 障害のある子どもに対する支援 2-2 小・中学校の教育の充実

2-3 高等学校等の教育の充実

2-4 教育環境の整備

3-1 高等教育の内容の充実

3-2 高等教育の環境の整備

3-10 地域での子どもの健全育成

4-6 市民活動の促進

4-5 世代間交流

2-3 男女共生意識の啓発 3-1 雇用創出の促進

3-14 子育てと仕事の両立の支援 3-2 人材育成と求職者への支援

3-3 働きやすい環境の整備

秋田市
子ども条例

4-2 地域福祉の
     充実

2-1 環境の保全

秋田市次世代育成支援行動計画
（基本目標－施策）

2-11 小・中学校情報教育環境の充実

第11次秋田市総合計画
重点・横断テーマ「次世代育成」
(章－節)，（項－主要施策）

1-1 学習機会の充実

施　策 節 主要施策

家庭の
役割
（第10条）

学校等の
役割
（第11条）

4-4 学校開放による地域コミュニティ
     の創出

4-2 交流人口の
     拡大

2-10 小中学校の選択機会の拡大

2-8 特別な支援を要する児童への支援

1-1 地域の自治活動への支援
1-2 自治活動拠点の整備
2-1 市民活動の機会の拡充
2-2 市民活動に参加しやすい環境づくり

地域の
役割
（第12条）

1-1 地域福祉活動の促進

1-1 商工業の
     振興

職場の
役割
（第13条）

1-1 家族・地域の絆づくりの意識啓発
1-2 家族・地域をつなぐ取り組みの推進
2-1 男女共生の意識啓発と実践

1-2 観光資源の整備と有効活用策の実施

1-4 環境教育・学習の推進

4-4 学校開放による地域コミュニティ
　　の創出

2-5 地域の児童健全育成の拠点とし
　　ての対応

3-12 家庭教育に関する学習機会や
　　情報の提供

4-1 家族や地域
    を支える絆づ
    くり

4-3 市民の主体
     的な活動の
     実現

2-９ 信頼される学校づくり、開かれた学校
　　づくり

5-2 教育の充実
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　（３）　市の責務（秋田市子ども条例第４章）

条 基本方針

  第２次ベビーブーム(昭和46年～49年)世代が三十代半ばと
なった今が、少子化に歯止めをかける最後のチャンスととらえ、
「子どもたちがたくましく健やかに育つ社会」「子どもを生み、育
てることに喜びを感じることができる社会」への転換をはかりま
す。

第14条

市の責務

みんなで育み　支え合う
「子育ち・子育て・秋田（まち）育ち」
～子どもの笑顔　しあわせ実感～

第11次秋田市総合計画
重点・横断テーマ「次世代育成」

基本理念

秋田市
子ども条例

秋田市次世代育成支援行動計画
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７　推進計画

７－１　子どもにとって大切なこと（秋田市子ども条例第２章）

　　　ア　子どもの個の尊重（４条）

(単位:千円)

【新規】 （企画調整課）

　第11次総合計画で市政の新たな主眼として掲
げる「家族・地域の絆づくり」について、広く
意識啓発を図るため、「家族・地域の絆づくり
フォーラム」を開催します。
　また、「家族・地域の絆づくり」についての
意識をより浸透させていくための基本的な考え
方を新たに構築し、各部局の関連事業が相乗効
果を発揮できるような取り組みを検討します。
　加えて、地域団体やＮＰＯなどの民間が実施
する、家族・地域の絆づくり活動への支援を検
討するなど、子どもの個の尊重に資する取り組
みを推進します。

　フォーラム、セミナー、出張講座、研修会、
男女共生推進会議を開催するほか、啓発資料の
作成や情報配信サービスを行い、子どもが自然
に男女共生意識をはぐくむことができる環境づ
くりに努めます。

19年度
の成果

・フォーラム
　１回
・イベント
　１回
・情報発信
　随時
・庁内推進部
　会 ５回

・フォーラム
　１回
・セミナー
　５回
・出張講座
　11回
・研修会
　２回
・推進会議
　４回
・啓発資料配
　布数4,000
　部
・情報配信
　５回

4,469

19年度
事業費

1,800

事業名および担当課 事業概要

　（子どもの個の尊重）
第４条　市と市民は、子どもが一人の人間としてその人格や個性が尊重されるとと
　もに、子ども自身においても、自己を大切にするとともに他者をも尊ぶことの大切
　さを学び、自覚できる社会環境づくりに努めます。

　本条は、子どもの個の尊重として、人格や個性が尊重されることはもちろん、子ど
も自身が自分と他人を尊ぶことの大切さを学び、自覚できるようにすることを示して
います。
　子どもが成長していくうえで、多くは、家庭生活や家族との関係性から価値観や社
会性を身につけます。そのため、家族・家庭を出発点として、お互いの思いやりやい
たわりのこころを持つことができるように、家族・地域の絆づくりや男女共生の推進
を図ります。

 （男女共生・次世代育成支援室）

平成19年度事業費計 6,269 千円

家族・地域の絆づくり
推進事業

男女共生の推進

秋田市子ども条例

目標および取組方針
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　　　イ　子どもの意見表明（第５条）

(単位:千円)

（企画調整課）

　（子どもの意見表明）
第５条　市と市民は、子どもが、自分で思ったこと、考えたこと、感じたことを素直
　に、かつ、自由に表現するとともに、意見および希望として表明することができる
　よう、子どもの年齢および成長を相応に考慮しつつ、必要な支援に努めます。

　本条は、子どもが自分自身の思いや考えを表現し、それを表明できるようにするこ
とを示しています。
　学業としての意見発表とは別の場で、本市の施策や事業の中で、平和への希望
や思うところなどを、自分なりに表明ができるよう、子どもの参加の機会の提供を図
ります。

平成19年度事業費計 1,348 千円

事業名および担当課 事業概要
19年度
事業費

19年度
の成果

国際平和推進事業 　市民の平和意識の醸成を図るため、青少年の平
和理解を促進する体験型事業や、平和メッセージ
の発表などによる広報、啓発活動を行い、意見を
表明できる場をつくります。
　また、本市が加入する日本非核宣言自治体協議
会の各種活動を通じ、自治体間の協力による平和
事業の推進を図ります。

1,348

・派遣者 ４人
・市政TV番組
　１回
・体験ビデオ作
　成 120本

秋田市子ども条例

目標および取組方針
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　　　ウ　子どもの参加（第６条）

(単位:千円)

（子ども未来センター）

　（子どもの参加）
第６条　市と市民は、子どもの自主性および主体性を大切にしながら、社会参加な
　どの促進が図られるよう必要な支援に努めます。

　本条は、子どもが強制されるのではなく自主性と主体性をもって、さまざまな活動
に参加できるようにすることを示しています。
　子どもが、社会の中でその一員として関わりを持ちながら育つことは、これからの
社会づくりの大きな力となることを、市民が共通認識として持つことができるよう施策
を進めます。

平成19年度事業費計 348 千円

事業名および担当課 事業概要
19年度
事業費

19年度
の成果

子育て支援ネットワーク
事業

　地域全体で子育て支援に取り組む体制を整え、
地域主導による子育て支援活動を継続できるよう
支援するため、西部地域において、地域の子育て
支援団体や保育所、幼稚園等子育ての関係者等
を代表とする連絡会議や、支援者研修会等子育て
支援事業を共同で実施します。

348

・ネットワーク
  連絡会議 4回
・研修会 2回
・子育て支援
  イベント 2回

秋田市子ども条例

目標および取組方針
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　　　エ　子どもの場の確保（第７条）

(単位:千円)

（福祉総務課）

（福祉総務課）

（福祉総務課）

　（子どもの場の確保）
第７条　市と市民は、子どもが遊び、学び、集うことができる場とともに、心の居場
   所が確保されるよう必要な支援に努めます。

　本条は、子どもが生きていくうえで必要な場として、「遊び、学び、集う」場とともに、
「心の居場所」を確保することを示しています。
　子どもの成長には、さまざまな経験を重ねて育つ場所に加えて、安心して自分らし
くいられる場所も必要です。家庭や地域や学校で、そういった場が自然なかたちで
つくられたり利用できることが望ましいと考えますが、場の確保が難しい状況になっ
たとき、必要に応じて利用できるサービスを提供するなど、環境整備に努めます。

平成19年度事業費計 1,400,042 千円

事業名および担当課 事業概要
19年度
事業費

19年度
の成果

地域福祉計画推進経費 　本市保健福祉長期計画「けやきのまちのしあわ
せプラン」の上位計画である「地域福祉計画」の推
進を図り、「公（公助）・共（共助）・私（自助）の責任
と役割分担」をしながら、支えあい助けあいの社会
の実現をめざします。

1,344

・計画見直しに
  向けての市民
  意識調査対
  象者数
   5,000人

ふれあいのまちづくり事
業（地域支援事業）

　主に高齢者を対象とした多様な福祉ニーズに対
応するための相談窓口を設置するとともに、地域
の実情に即して創意工夫をこらした地域福祉サー
ビスが、自主的・永続的に展開される体制づくりを
めざします。
　平成18年度から介護保険制度の地域支援事業
へ位置づけ、秋田市社会福祉協議会に事業を委
託しております。
　ふれあい福祉相談センターを開設し、福祉協力
員（見守りが必要な世帯への問題解決の橋渡し
役）を設置し、研修会を開催します。
　地区社会福祉協議会ごとに、高齢者宅を中心に
見守り・声かけ運動を通して、地域住民のつながり
の再構築をめざす「地域福祉活動ネットワーク事
業」を実施します。

4,452

・福祉協力員設
  置地区数
  38地区

ボランティアセンター運
営事業

　福祉ボランティアの活動希望者と派遣希望者を
結ぶ機能として、秋田市ボランティアセンターに
コーディネータを設置し、福祉ボランティアの登録・
紹介・調整・相談業務を行うほか、ボランティア養
成講座を開催し、ボランティア活動の啓発・広報活
動等を行います。
　なお、秋田市ボランティアセンターの運営は、秋
田市社会福祉協議会に委託します。

3,763

・福祉ボラン
  ティアの実登
  録者数 970人

秋田市子ども条例

目標および取組方針
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(単位:千円)

（福祉総務課）

（児童家庭課）

（児童家庭課）

（児童家庭課）

（児童家庭課）

（児童家庭課）

（児童家庭課）

19年度
の成果

在宅子育てサポート事
業

　１歳以上の就学前児童を在宅で子育てしている
保護者に対し、市が設定する複数のプランに利用
できる子育てサポートクーポン券を交付し、その利
用実績に応じて、保護者から委任された事業者等
に対して補助金を交付します。

53,090

・交付率 90％
・使用率 80％

事業名および担当課 事業概要
19年度
事業費

・施設数 ４

　児童福祉施設等の職員の出産および傷病による
長期休業時、代替職員の任用に係る経費を補助し
ます。

8,687

・産休：産前産
　後８週間（80
　日）18人
・療養：30日経
　過後60日以
　内（20日）１人

・施設数 ２

ひとり親家庭児童保育
援助費

　平成 17年度より低所得一般世帯との均衡を考
慮して、全額補助を見直し、受益者負担(２割）を導
入しております。
　ただし、平成17年度は、認定・認可外保育施設利
用者については、認可保育所を利用した場合の保
育料の２割で設定しました。
　平成18年度からは利用施設に関わらず、各施設
で設定している保育料等対象経費の２割を受益者
負担としました。

34,534

・幼稚園 109人
・認定認可外保
　育施設
  127人
・へき地 ４人

児童短期入所生活援助
事業（ショートスティ）

ひとり親家庭自立支援
事業

　自立促進のための資格取得講座を無料で開催し
ます。　母子家庭の自立に結びつくと認められる講
座を受講した場合、その受講料の４割相当額を補
助する自立支援給付金事業を実施します。総合的
な自立支援を実施するために適切な指導・助言を
行う相談員を配置します。

4,253

児童夜間養護等事業（ト
ワイライト事業）

　恒常的に保護者の帰宅が遅い家庭や、保護者
が休日に不在となる家庭の児童を母子生活支援
施設等に通所させ、生活指導を行います。実施施
設は、秋田婦人ホームと聖徳会若草ハイムの２カ
所です。一日あたり利用者負担額は、平日は1,500
円、休日は2,700円です。

854

　一時的に家庭での養育が困難となる児童を児童
福祉施設等において、最大７日以内で養育・保護
します。　実施施設は、秋田赤十字乳児院、感恩
講児童保育院、聖園天使園、秋田わかばハイムの
４カ所です。

942

・就労支援によ
　る、ひとり親
　家庭の自立
　促進を図る。

秋田市母子寡婦福祉連
合会補助金

　秋田市母子寡婦福祉連合会の運営および活動
に対して補助金を交付します。 240

・円滑な運営の
　推進

社会福祉施設産休等代
替職員配置経費
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(単位:千円)

（子ども未来センター）

（子ども未来センター）

（児童家庭課）

（児童家庭課）

（児童家庭課）

（児童家庭課）

（児童家庭課）

（児童家庭課）

ファミリー・サポート・セン
ター運営事業

　次世代育成支援行動計画に子育て支援施策とし
て位置づけられており、在宅の母親の子育てを支
援するとともに、残業や子どもの病気の時など子
育てと仕事の両立のための環境整備を図ります。
　ファミリー・サポート・センターに登録した利用会
員の子どもを、協力会員の自宅で預かる会員制の
相互援助活動です。

6,597

・見込会員数
　1,600人
　うち
　協力会員
　250人
　両方会員
　50人
　利用会員
　1,300人

子ども未来センター運営
事業

　遊び場機能を備えた総合的な子育て支援を行う
施設として、地域子育て支援、育児サークルの支
援、情報提供等のほか、子育てや女性の悩み相
談、児童虐待の予防等を市民や関係課所室と連
携し、総合的に子育て支援施策を推進します。

21,190

・子ども未来セ
　ンター事業参
　加者数
　100,000人
・要保護児童対
  策地域協議
  会議 ９回

　郊外の小学校区域内で、就学前児童の「集団保
育・教育」の場が私立認可保育所しかない地域に
おいて、通常保育要件に満たない児童に対し、５
時間未満の特定保育サービスを提供し、当該地域
の保育環境の向上を図ります。

2,430

・施設数 １

　母子生活支援施設および助産施設に対して運営
費を支給します。

141,928
・入所措置によ
　る、児童の福
　祉向上

　母子家庭および寡婦の経済的自立と児童の福
祉向上のため、修学資金・就学支度資金などを貸
し付けます。

67,017

・平成19年度
　貸付利用者
　見込 124人

　保育に欠ける集団保育が可能な障害のある就学
前児童のうち、特別児童扶養手当、身体障害者手
帳、療育手帳交付対象児童は中度障害児として、
小児療育センタ－など専門機関からの診断書等を
持つ児童は軽度障害児として、私立認可保育所で
の受入れを促進することを目的に、受入れ先の施
設に対し保育士加配のための補助を行います。

17,362

・中度 13人
・軽度 10人

事業名および担当課 事業概要
19年度
事業費

19年度
の成果

　保育に欠ける集団保育が可能な障害のある就学
前児童のうち、特別児童扶養手当、身体障害者手
帳、療育手帳交付対象児童は中度障害児として、
小児療育センタ－など専門機関からの診断書等を
持つ児童は軽度障害児として、私立認可保育所で
の受入れを促進することを目的に、受入れ先の施
設に対し保育士加配の補助を行います。

40,442

・臨時保育士
　21人

公立保育所低年齢児受
入拡大事業

　低年齢児の保育需要に対応するため、公立保育
所で低年齢児の受入れを拡大し、臨時保育士を配
置するほか、低年齢児の受入れ児童数が多い施
設に、臨時看護師を配置し保育環境の向上を図り
ます。

29,163

・臨時保育士
　17人

児童保護措置費

母子寡婦福祉資金貸付
事業

公立保育所障害児保育
事業

私立保育所特定保育事
業

私立保育所障害児保育
事業
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(単位:千円)

（児童家庭課）

（児童家庭課）

（児童家庭課）

（児童家庭課）

（児童家庭課）

（児童家庭課）

（児童家庭課）

（児童家庭課）

（児童家庭課）

へき地保育所運営委託
事業

私立保育所延長保育促
進事業

私立保育所休日保育事
業

私立保育所一時保育事
業

すこやか子育て支援事
業

乳幼児健康支援一時預
かり事業

　病気回復期で集団保育が困難な児童を事業実
施施設で預かります。 8,342

・施設数 ２

　延長保育を実施する保育所に保育士賃金相当
分を補助することにより、延長保育を推進します。 53,027

・施設数 15
・パート保育士
  30人
・給食パート
  4人

　延長保育を実施する私立認可保育所に対し、保
育士の加配・配置について補助することにより、延
長保育を推進します。

168,571

・施設数 29

　休日保育を実施する私立認可保育所に対し、保
育士の配置について補助することにより、休日保
育の推進を図ります。

3,465

・施設数 ４

　一時保育を実施する私立認可保育所に対し、保
育士の配置について補助することにより、一時保
育事業の推進を図ります。

31,050

・施設数 25

　認可保育所、へき地保育所、認可外保育施設に
入所している１歳以上の児童で所得制限内の場
合、保育料の1/4(H17.4.1以前生まれ)又は
1/2(H17.4.2以降生まれ)を助成します。また、第３
子以降(H18.4.1以前生まれ)の保育料の全額を補
助し、子育て費用の軽減を図ります。

153,089

・認可外保育施
  設 943人
・へき地保育所
　62人

　山間地などの諸条件に恵まれない４地域（太平・
山谷・金足西・上新城）の就学前児童の福祉の向
上を図るため、へき地保育所を設置し、運営を各
地区へき地保育所運営委員会に委託します。

34,757

・施設数 ４

　認可外保育施設のうち、一定の基準を満たす施
設を認定保育施設として認定し、補助金を交付す
ることで入所児童の処遇向上、認可保育所入所待
機児童の受け皿としての機能強化を図るため、認
定保育施設18か所に対し、補助金を交付します。

27,952

・施設数 18

公立保育所一時・特定
保育事業

　認可保育所の充足率が高くなり一時保育の需要
に十分対応できない状況にあるとともに、保護者
の就労形態の多様化に伴い通常保育の要件（週４
日以上就労、１日実働５時間以上勤務）に満たな
い世帯においても保育需要が増加していることか
ら、こうした世帯等に対し保育サービスの提供を行
います。

15,973

・臨時保育士
　９人

認定保育施設助成事業

事業名および担当課 事業概要
19年度
事業費

19年度
の成果

公立保育所延長保育促
進事業
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(単位:千円)

（児童家庭課）

【新規】 （児童家庭課）

【新規】 （児童家庭課）

（福祉総務課）

岩見三内保育所改築事
業

保育所バス更新経費

事業名および担当課

乳児養育支援金給付事
業

事業概要
19年度
事業費

19年度
の成果

　０歳児に対し、出生月から１歳の誕生月の前月ま
で、月額１万円の支援金を給付することで子育て
費用の軽減を図ります。

185,486

・対象者見込
　1,530人

　新市建設計画および過疎計画の掲載事業である
河辺地域における児童福祉施設整備推進事業の
うち、老朽化が進んでいる岩見三内保育所を改築
し、保育環境整備の推進を図ります。

209,300

・改築工事着工
　による、児童
　福祉の増進

　新市建設計画で予定している河辺地区・雄和地
区の保育所バスを更新します。

7,400
・児童福祉の
　増進

　民生委員・児童委員および民生児童委員協議会
の活動を促進するため、報償費、負担金、補助金
を支給するほか、民生児童委員協議会の事務局
関連業務を行う。また、委員の任期満了に伴う一
斉改選関係業務を、３年に１度行う。

63,342

・地域ぐるみの
　子育ち・子育
　て支援活動
　の充実

民生委員活動推進事業
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　　　オ　子どもの心身の健康（第８条）

(単位:千円)

（保健予防課）

（保健予防課）

（保健予防課）

妊産婦保健事業

特定不妊治療費助成事
業

乳幼児健康診査事業

　本条では、子どもの心とからだが、健やかに、かつ、たくましく成長できるようにす
ることを示しています。
　心身の健康は、だれもが願うことです。特に子どもの健康は、家族にとってだけで
なく、社会の未来のためにも重要です。
　生まれた子どもだけでなく、生まれる前の段階から健康に配慮すべきとの認識の
もと、心身ともに健康でいられるための援助や相談を、施策として進めていきます。

平成19年度事業費計 5,941,668 千円

事業名および担当課

　（子どもの心身の健康）
第８条　市と市民は、子どもが心身ともに健やかに、かつ、たくましく成長すること
　ができるよう必要な支援に努めます。

事業概要
19年度
事業費

19年度
の成果

　母子保健法に基づく健康診査を次のとおり実施
します。
　　 集団健康診査：１歳６か月児、３歳児
      個別健康診査：４か月児、７か月児、
                            10か月児、２歳児歯科
      精密健康診査：１歳６か月児、３歳児
  １歳６か月児健診へ保育士を配置して、育児支
援の充実を図ります。
  ３歳児と６歳児を対象とした環境保健サーベイラ
ンス事業を実施します。
  幼児健康診査の事後指導として、経過観察クリ
ニックおよび養育支援教室を実施します。

76,517

・集団健診
　１歳６か月児
　  2,464人
　３歳児
　2,491人
　精密健診
  321人
・個別健診
　４か月児
　 2,518人
　７か月児
　 2,511人
　10か月児
    2,482人
  ２歳児歯科
    1,939人

・環境サーベイ
　ランス、経過
　観察クリニッ
　ク、養育指導
　教室の実施

　医療機関方式による妊婦健康診査を実施しま
す。
　また、保健指導を必要とする妊産婦、新生児に
対する訪問指導や相談を実施します。（妊婦約
2,600人）

123,139

・妊婦健診
　2,421人

・妊産婦訪問・
　相談を実施す
　る。

　特定不妊治療（体外受精・顕微授精）を受けた夫
婦に対し、１回の治療につき10万円まで、１年度あ
たり２回を限度に通算５年間助成します。
　ただし、夫婦の前年所得の合計額が730万円未
満とします。

21,648

・108人

秋田市子ども条例

目標および取組方針
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(単位:千円)

（障害福祉課）

（市民課）

（保健予防課）

（保健予防課）

（保健予防課）

（児童家庭課）

（保健予防課）

母子保健事業

児童扶養手当費

福祉医療費給付事業

児童手当費

未熟児養育医療給付事
業

　児童手当対象児童の養育者へ支給します。 2,020,300
・児童手当の適
　正な支出

　母子保健法第20条に基づき、病院又は診療所に
入院が必要となる未熟児に対して、医療の給付を
行います。

20,511

・226人

事業名および担当課 事業概要
19年度
事業費

19年度
の成果

　医療費の自己負担分を次のとおり助成します。
（県単）　乳幼児（未就学児）の入院・通院（所得
　　　　　制限あり）11,511人
　　　　　０歳児、市区町村民税所得割非課税世
　　　　　帯の乳幼児は全額、それ以外の未就学
　　　　　児は半額助成（上限あり）
　　　　　ひとり親家庭等の児童（18歳の3/31まで
　　　　　・所得制限あり）3,688人
　　　　　重度心身障害児・者（身体障害者手帳１
　　　　　～３級、療育手帳Ａ・社保本人のみ所得
　　　　　制限あり）
　　　　　高齢身体障害者（65歳以上の身体障害
　　　　　者手帳４～６級・所得制限あり、社保本
　　　　　人非該当）
（市単）　乳幼児（未就学児）  所得制限超過者
　　　　　の入院、0～1歳児通院
　　　　　　０歳児は全額助成、１歳児の通院・入院
　　　　　と２歳児から未就学児の入院は半額助成
　　　　　（負担上限あり）1,412人

1,932,082

・制度に則り、
　医療給付事
　業の実施

小児慢性特定疾患治療
研究事業

　小児慢性特定疾患対策協議会(審査会)を実施し
ます。医療受診券を交付し、医療費の全部又は一
部を公費で負担します。

109,924

・395人

　妊婦を対象に母子健康手帳を交付し、妊娠・出
産・育児に関する一貫した記録と情報提供を行い
ます。
　妊婦とその夫を対象に、妊娠・出産・育児に役立
つ技術の習得と知識の提供を行います。
　乳幼児を持つ保護者を対象に、事故やむし歯予
防の情報提供や相談を行います。

816

・母子健康手帳
　2,900部

・健康教育・相
　談の実施

　児童扶養手当の受付事務と交付事務のほか、認
定・支払・債権管理などを行います。 1,210,249

・平成19年４月
　１日現在の受
　給者数
　2,662人

夜間休日応急診療所運
営管理費

　夜間、国民の休日および年末年始における市民
の初期救急医療を確保するため、夜間休日応急
診療所を開設しております。
　夜間（19:30～22:30）：小児科、耳鼻咽喉科
　休日（09:30～15:30）：小児科（在宅診療として眼
科）

68,412

・夜間、休日
　に、夜間休日
　応急診療所
　の開設
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(単位:千円)

（保健予防課）

（健康管理課）

（健康管理課）

（健康管理課）

（健康管理課）

（健康管理課）

健康相談教育事業

予防接種事業

　「離乳食・幼児食教室」では、食事の講話、歯の
講話、試食、個別相談を、「マタニティー食生活講
座」では、妊娠中の食事の講話、個別相談を、「男
性・女性のための食生活講座」では食事の講話、
個別相談などを行います。

534

・離乳食教室・
　幼児食教室・
　マタニティ食
　生活講座の
  実施

　予防接種法に基づく予防接種を次のとおり実施
します。
　・　個別接種５（麻しん風しんの単独および混合、
　　三種混合、日本脳炎、ＢＣＧ、インフルエンザ）
　・　集団接種（ポリオ、二種混合）
　・　基礎疾患を有する子どもを対象とした特別予
　  防接種
　・　健康被害者に対する医療費等の支給

316,842

・個別接種４延
　べ39,862人
　（注インフルエ
　ンザ対象者は
　65歳以上）
・集団接種２延
　べ8,050人
・特別予防接種
　延べ43人

　感染症法(第20条、第21条、第24条、第27条、第
37条)に基づき、感染症患者の入院措置、移送、診
査協議会開催、消毒および医療費の負担を行いま
す。
　また、発生予防のための予防啓発、健康診断等
を実施します。

1,160

・予防啓発
　市民健康講
　座 １回
　健康教育
　12回

　感染症法第24条に基づき、患者の就業制限、入
院勧告、入院延長、医療費の負担について審議し
ます。感染症法第53条の13に基づき、結核登録者
に対し、必要に応じて精密検査を行います。感染
症法第17条に基づき、感染症にかかっていると疑
うに足りる正当な理由のある者に健康診断を勧告
します。

4,963

・登録患者数
  112人

　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療
に関する法律第６０条に基づき、私立学校、福祉
施設の定期健康診断の実施経費に対し補助金を
支給します。

2,305

・対象校 15校

　エイズ相談検査（即日検査・性感染症検査・肝炎
検査含む）を実施するとともに予防啓発を行いま
す。
　エイズ対策研修等に職員を派遣し、エイズ対策
に関する知識、カウンセリングの技法、エイズ対策
計画立案の手法等の研修を実施します。
　また、エイズ・性感染症に関する知識普及のた
め、研修会を実施します。

2,091

・エイズクリニッ
　ク受検者
　310人

事業名および担当課 事業概要
19年度
事業費

19年度
の成果

感染症予防事業

結核対策事業

結核予防費補助金

エイズ予防対策事業
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(単位:千円)

（スポーツ振興課）

（スポーツ振興課）

【新規】　　（スポーツ振興課）

（スポーツ振興課）

市民スポーツ活動普及
振興事業

　子どもを含む、多くの市民の心身の健康を支援
するため、次の事業を推進します。
　・市民スポーツ普及振興事業
　　　スポーツ大会等開催やスポーツ団体育成お
　　よび地域スポーツ活動普及に関する業務を
　　(財)秋田市体育協会に委託します。
　・学校体育施設開放事業
　　　開放事業用屋外用具庫の配置を計画的に進
　　めます。
　・地域スポーツ活動振興事業
　　　地域住民が身近にスポーツに親しむ機会を
　 提供するため、ニュースポーツ用具の整備を図
   ります。

17,424

・幼児スポーツ
　教室(８回)参
　加者 986人
・ちびっこスポ
  ーツのつどい
　参加者
　1,880人
・全市一斉ﾗｼﾞｵ
　体操のつど
　い 小学校夏
  期休業初日
・全市一斉ｽ
  ﾎﾟｰﾂﾚｸﾘｴｰ
  ｼｮﾝ大会
  ９月第２日曜
  日
・ｼﾞｭﾆｱ指導者
  養成ｾﾐﾅｰ
  年２回
・ちびっこ雪ま
  つり
  １月下旬
・ﾌｪﾝｼﾝｸﾞｽｸｰ
  ﾙ 10月下旬

　平成17年３月に策定した秋田市スポーツ振興マ
スタープランの計画推進の目安である数値目標の
達成に向け、市民スポーツの振興を図り、広く市民
が生涯スポーツに親しむことができる環境づくりと
して、市営施設を会場に教室を開催します。

700

　老朽化が進んでいる市立体育館の屋上テラス回
廊等について国体の開催に合わせ改修を行い、
ジュニアスポーツにも対応します。

11,600

・国体の開催ま
　でに市立体育
　館テラス回廊
　等の改修

　スポーツ施設の安全管理と環境整備を図るととも
に、備品更新を考えながら施設整備の充実に努
め、ジュニアスポーツはもとより市民スポーツの振
興を図ります。

451

・２施設で競技
　用備品の更
　新

エンジョイスポーツ推進
事業

市立体育館施設整備等
経費

体育施設整備補修等経
費

事業名および担当課 事業概要
19年度
事業費

19年度
の成果
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　　　カ　子どもの安全確保（第９条）

(単位:千円)

（道路建設課）

（道路建設課）

（都市総務課）

（安全安心対策推進本部）

（学事課）

事業概要
19年度
事業費

19年度
の成果

　（子どもの安全確保）
第９条　市と市民は、子どもを犯罪、交通事故、いじめ、児童虐待等の被害および
　子どもを取り巻く有害な環境から守る活動等の推進により、子どもが健やかに成
　長することができる安全で良好な環境づくりに努めます。

　本条では、子どもが、安全で良好な環境で生活していけるようにすることを示して
います。
　地域での安全安心なまちづくり、交通事故防止活動、通学路などの道路環境整
備、学校でのいじめや家庭での虐待の防止活動など、市、保護者、学校関係者、地
域住民、市民一人ひとりが子どもに関心を寄せて、社会全体で安全で良好な環境を
つくるよう努めます。

平成19年度事業費計 498,339 千円

　交通量の多い路線を優先し、道路敷を有効利用
して拡幅改良等の整備を進め、市民にとって安全
で快適な道路環境への改善を図ります。
　(H19～H22 L=13km)26路線

383,000

・18路線
　L=1,680mの
　整備

　無電柱化推進計画（H16～H20）に基づき、秋田
市地域防災計画における緊急輸送路等、延べ延
長6,502mを整備し、安全で快適な歩行空間を確保
します。
　H19～H21年度　秋田環状1号線  Ｌ＝820m、
　H22～H26年度　川尻広面線（広面地内） Ｌ＝
　　　　　　　　　　　2,900m

20,000

・H20着工のた
　めの調査・設
　計

　利用者が年々減少し、路線の維持が困難な状況
となっている郊外部における不採算路線の委託運
行を実施するとともに、新たな運行形態の確立も
視野に入れ、地域特性や利用状況に応じた公共
交通形態の再構築を行い、少子高齢社会にも対
応した市民の移動手段の確保と充実を図ります。

32,760

・運行路線数
　７

安全安心対策推進経費
（子どもの安全確保）

　児童生徒を中心とした子どもたちの安全を確保
するため、事故予防、犯罪予防の観点から環境整
備を効率的に進めるとともに、関係団体との連携
を効果的に進められるよう、子どもの安全確保プラ
ンを策定します。

500

・「（仮称）秋田
　市子どもの安
　全確保プラ
　ン」の原案調
　製

　小学生が安心して学校生活を送ることができるよ
う、市立小学校に警備員を各校１名配置し、各学
校の実情に応じ、不審物、不審者等の対応を行い
ます。

42,325

・警備員の配
　置 47校

道路改良事業

事業名および担当課

電線共同溝整備事業

バス交通総合改善事業

小学校警備事業

秋田市子ども条例

目標および取組方針
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(単位:千円)

（生活総務課）

　交通事故を防止するため、幼児と高齢者への交
通安全教育を行うとともに、交通安全意識を高め
るため、交通安全活動団体への支援や連携を行
い、効果的な交通安全活動を実施します。

19,754

・交通事故死者
　数 ７人以下
・交通事故死傷
　者数 1,800人
　以下

事業概要
19年度
事業費

19年度
の成果

交通安全対策経費

事業名および担当課
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７－２　それぞれの役割（秋田市子ども条例第３章）

　　　ア　家庭の役割（第10条）

(単位:千円)

【新規】 （企画調整課）

　（家庭の役割）
第10条　家庭は、子どもにとって最も身近で、最も小さな社会的単位としての成長
　の原点であるという認識の下、子どもの育成について、次の役割を果たすよう努
　めます。
(1) 　家族は、互いのきずな、愛情および触れ合いを大切にしながら、子どもの心
　身のよりどころとしての家庭環境づくりを図ること。
(2) 　保護者は、子どもと共に育ち合う中で、子どもが、自ら学び、自ら考え、自らを
　変えていく力など、育つ力を蓄え、発揮していくことができるよう図ること。
(3) 　保護者は、子どもと共に語り、考え、行動しながら、子どもが基本的な生活習
　慣や社会のきまりを身に付けていくことができるよう図ること。

　本条では、「家庭の役割」について、次の３つが示されています。
  　①家族は、子どもの心身のよりどころとなる家庭環境をつくること。
　　②保護者は、子どもが育つ力を蓄え、発揮できるようにすること。
　　③保護者は、子どもが生活習慣やきまりを身につけることができるようにするこ
　　　と。
　子どもにとって、最も身近で、最も小さな社会的単位である「家庭」の役割は、人間
形成の基礎づくりとして大きなものです。秋田市が新たな主眼として掲げる「家族・
地域の絆づくり」は、市民全体のしあわせの礎であることを踏まえ、その意識をより
浸透させていくため取り組みます。

平成19年度事業費計 1,800 千円

事業名および担当課 事業概要
19年度
事業費

19年度
の成果

家族・地域の絆づくり推
進事業

　第11次総合計画で、市政の新たな主眼として掲
げる「家族・地域の絆づくり」について、広く意識啓
発を図るため、「家族・地域の絆づくりフォーラム」
を開催します。
　また、「家族・地域の絆づくり」についての意識を
より浸透させていくための基本的な考え方を新た
に構築し、各部局の関連事業が相乗効果を発揮で
きるような取り組みを検討します。
　加えて、地域団体やＮＰＯなどの民間が実施す
る、家族・地域の絆づくり活動への支援を検討しま
す。

1,800

・フォーラム
　１回
・イベント
　１回
・情報発信
　随時
・庁内推進部
　会 ５回

秋田市子ども条例

目標および取組方針
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　　　イ　学校等の役割（第11条）

(単位:千円)

（大森山動物園）

（大森山動物園）

（大森山動物園）

　（学校等の役割）
第11条　学校等は、それぞれの設置目的、理念等に基づき、子どもの育成におけ
　る重要な社会的使命を担うことを認識し、次の役割を果たすよう努めます。
(1) 　子どもが集団の中で可能性を開花させていくために必要な、豊かな人間性お
　よび社会性をはじめ、自ら課題を見つけ、自ら考え、自ら解決していく力や基礎
　学力など、生きる力を、子どもの心身の発達段階に応じて育んでいくこと。
(2)　 子どもの発達段階に応じた、喜び学ぶ場、遊ぶ学びの場および生きる学びの
　場としての環境づくりを図ること。

平成19年度事業費計 2,593,785 千円

　本条では、「学校等の役割」について、次の２つが示されています。
　　①子どもの「生きる力」を育んでいくこと。
　　②子どもが学ぶための「環境づくり」を図ること。
　「学校等」は、子どもに基礎学力を身につけさせるだけでなく、生きる力、豊かな人
間性や社会性の形成など、その育成に大きな役割を担っています。そのため、子ど
もの発達段階に応じた集団の中での遊びや学び、体験学習の場の提供などに加
え、ハード面の整備など様々な環境づくりに努めます。

事業名および担当課 事業概要
19年度
事業費

19年度
の成果

　新しい発想とアイデアを活かした次のようなソフト
事業を展開し、広く市民にとって、より魅力ある動
物園とするため、様々な情報を提供します。
　・　コミュニケーションの発行
　・　ホームページの充実
　・　イベントの実施および民間出店
　・　報道等への情報提供

1,357

・希少魚類保全
　ﾁｬﾘﾃｨｰｲﾍﾞﾝﾄ
　の開催

　子どもを対象としたふれあい体験、飼育体験、出
前ふれあい授業を実施します。
　教育機関との連携による「ミルヴェ・スクール」を
実施します。
　ポニー乗馬体験を実施します。研修ホールを活
用した学習会・講演会を実施します。
　教育プログラムに沿った園内活動を実施します。

327

・ﾐﾙｳﾞｪ・ｽｸｰﾙ
　8回開催
・ポニーの乗馬
　体験の開始

　広く市民の応援を得ながら動物園の活性化対策
を実施します。
　動物園利用の各種特典を付けたアニマルぺアレ
ント事業を立ち上げます。

0

・ﾓﾃﾞﾙﾌﾟﾗﾝの策
　定

動物園ミルヴェおもしろ
事業

命の学び事業

動物園応援団事業

秋田市子ども条例

目標および取組方針

－　23　－



(単位:千円)

（環境企画課）

（環境企画課）

（農林総務課）

（自然科学学習館）

（中央図書館明徳館）

（中央公民館）

（生涯学習室）

（生涯学習室）

（生涯学習室）

　小学校４年生から始まる環境学習に使用する副
読本を作成し市内全小学校に配布したり、総合的
な学習時間で行う環境についての学習会等に講
師を派遣するほか、校内外において環境教育の有
効な手段である「こどもエコクラブ」活動の活性化を
図ります。
　また、各種イベントへの出展、市民の自発的な研
修会の支援などあらゆる機会を捉え市民の意識高
揚を図ります。

2,775

・こどもエコクラ
　ブ
　40クラブ
  1,000名以上

事業概要
19年度
事業費

19年度
の成果

　科学的な見方を広げ解明する力を養う自由参加
型体験学習を展開します。

7,040
・年間来館者数
  60,000人

　「環境都市あきた宣言」の普及・啓発に努めるほ
か、「環境都市あきた宣言」の重要な柱である環境
学習を積極的に推進します。特に将来を担う子ど
もたちに対する環境学習の新たな指導者を育成す
るため、市内大学・短大生向けに「あきた環境楽
会」を継続して実施します。

547

・開催回数
　５回

　事業実施期間を１校あたり３か年とし、稲作作業
（田植え・稲刈り等）体験や野菜・花きの栽培体験、
お米の学習会などを通じての学習と農家との交流
を行います。
　収穫祭を開催します。

600

・実施校 ６校
   新規２
   継続４

　図書館システムに新導入された各種サービスの
拡充を図るとともに、図書館間の連携および利用
度を高め、子どももさらに利用しやすいようにしま
す。

15,795

・各種サービス
　の拡充。
・図書館間の連
　携および利用
　度の向上

　公民館の老朽化に伴う維持修繕・工事を実施し、
備品を購入し、子どももさらに利用しやすいように
します。

6,223

・各公民館の施
　設設備等の
　充実

　市民の学習ニーズに対応した学習機会の拡充や
情報提供の充実、学習環境の整備等、生涯学習・
社会教育の推進を図ります。また、子ども会の活
動を推進し、児童の育成を図ります。

4,241

・生涯学習・社
　会教育の推
　進
・子ども会活動
　の推進

　保護者会や社会福祉法人等に運営を委託し、昼
間、保護者のいない家庭の児童を放課後に受入
れ、健全育成活動を実施します。

47,545

・実施施設数
　24施設

　特に利用児童数の多い施設に、児童厚生員を１
名増員して３人体制とし、担当児童数の適正化を
図り、きめ細かい指導を実施します。

9,391

・児童厚生員数
　９名増

環境学習・啓発事業

事業名および担当課

環境都市宣言関係経費

農業体験学習推進対策
経費

自然科学学習館経常事
業

図書館システム更新経
費

公民館補修等経費

生涯学習・社会教育推
進経費

放課後児童健全育成事
業

児童館運営体制強化事
業
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(単位:千円)

【新規】 （生涯学習室）

（生涯学習室）

（生涯学習室）

（学事課）

（学事課）

（学事課）

（学校教育課）

　放課後児童健全育成事業と放課後子ども教室推
進事業を、一体的に、連携して実施します。
　放課後子ども教室推進事業は、児童館36施設に
おいて、児童館運営事業と並行して実施することと
し、利用児童を指導・管理する安全管理員を各館
に配置(児童厚生員と兼務)するとともに、子どもた
ちへ学習機会を提供する学習アドバイザーを新た
に配置するなど、放課後の子どもたちの安全で健
やかな居場所づくりを推進します。

17,643

・安全管理員
　82名
・学習ｱﾄﾞﾊﾞｲ
　ｻﾞｰ 4名
・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
　１名

19年度
事業費

19年度
の成果

事業概要

　各児童館等に遊びの指導を行う児童厚生員を２
人以上配置し、子どもに健全な遊びの場・機会を
提供します。
　平成19年度からは、国補助事業である「放課後
子ども教室推進事業」を児童館運営事業と並行
し、児童館等において実施します。

30,462

・児童館等の適
　切な運営

　利用頻度の高い図書室等への冷房設備を本年
度で完備し、児童が快適に利用できるようにしま
す。

2,883

・整備数 10館

　私立幼稚園の設置者が、幼児の属する世帯の状
況や所得状況に応じて、入園料および保育料を減
免する措置に対し補助を行うほか、幼稚園の設置
者が、第３子以降の子どもを持つ保護者に対し、
世帯の所得状況に関わりなく保育料等を免除する
措置に対し補助を行います。

611,314

・就園奨励費
　4,047人
・すこやか子育
　て(第１・２
　子) 2,773人
・すこやか子育
　て（第３子以
　降） 650人

　秋田市私立幼稚園協会に対して事業費を補助し
ます。
　私立学校等施設整備費を補助します。

18,100

・１団体
 （H19年度施設
   整備は予定
   なし）

　中学校における日本人英語教師とＡＬＴとのチー
ムティーチングの１学級あたりの授業回数を、現在
の年31回から平成20年度までに年35回（授業３回
に１回）に増やします。
　そのため、ＡＬＴの人数を年次計画で増員し、平
成20年度までに19人とします。
（「ＡＬＴ」…「Assistant Language Teacher」の略）

8,724

・授業回数
　32回
・ＡＬＴ 17人

放課後子どもプラン推進
事業

児童厚生施設等関係経
費

児童館等冷房設備設置
経費

幼稚園就園奨励事業

私学振興助成事業

小・中学校就学奨励事
業

英語指導助手活用経費

　経済的理由により就学困難と認められる児童生
徒の保護者に対し、学用品費や学校給食費、医療
費などを援助します。
　また、市立小中学校の特別支援学級に在籍する
児童生徒の保護者に対し、負担能力の程度に応じ
特別支援教育就学奨励費を援助します。

244,560

・就学援助
　小学校
　　1,862人
　中学校
　　1,043人
・特別支援
　小学校
　　95人
　中学校
　　37人

事業名および担当課
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(単位:千円)

（学校教育課）

（学校教育課）

（学校教育課）

（学事課）

（学校教育課）

（学校教育課）

（学校教育課）

・教育相談
　年間140時間
・フレッシュフレ
　ンド派遣
　13名
・専門相談員派
　遣
　９小学校
　120回

　市内の中学生が日頃取り組んでいる文化活動を
発表し合う「中学校文化フェスティバル」や中学生
が一つのテーマに基づいて自ら企画し行動する
「中学生サミット」を開催するほか、複数の学校が
協力して合同体験を実施する「学校群合同体験活
動」を実施し、感動体験の充実を図り、豊かな感性
を育みます。

3,749

・小学校実施グ
　ループ ６
・中学校実施グ
　ループ １

事業概要
19年度
事業費

19年度
の成果

2,706

　適応指導センター「すくうる・みらい」を中心とし
て、不登校児童生徒に対して集団に適応できるよ
う個別指導するほか、保護者・教職員に対する支
援を行います。 9,008

・学校行事支援
　　 障害のある児童生徒が長時間の学校行事に
　参加する際、サポーターを派遣します。
・学級生活支援
　　 通常の学級に在籍する障害のある児童生徒
  に対し、障害の程度、学級の実情等に応じてサ
　ポーターを派遣します。
・日本語指導支援
　　 該当児童生徒の、日本語の理解の程度に応じ
　てサポーターを派遣します。

 市内小学校４７校、中学校２３校を７ブロックに分
け、学校教育懇談員70名を委嘱し、地域に根ざし
た教育推進、学校教育運営への支援等を行いま
す。

980

・懇談員数
　70名

小・中学校給食用強化
磁器汁碗整備経費

　現在使用しているステンレス製汁碗を、強化磁器
へ変更し、給食環境の向上を図ります。

4,145

・導入小学校
　明徳小ほか２
　校
・導入中学校
　南中ほか２
　校

　各中学校の派遣希望をもとに、専門的な技術を
有する社会人を中学校の運動部および文化部に
派遣します。

・派遣人数
　44名
・派遣回数
　１名当たり
　年20回

47,262

　各校の希望をもとに、幅広い経験に基づく優れた
知識や技術を有する社会人を小・中学校に派遣し
ます。

1,136

・派遣時間
　年355時間

・派遣数 165回
・派遣校 52校
・派遣校 10校

学校教育懇談員活用推
進事業

適応指導センター「すくう
る・みらい」運営事業

「はばたけ　秋田っ子」
教育推進事業

事業名および担当課

特別支援教育推進事業

特別非常勤講師活用事
業

中学校部活動外部指導
者派遣事業
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(単位:千円)

（学校教育課）

（学校教育課）

【新規】 （学事課）

（学事課）

（学事課）

【新規】 （学事課）

（学事課）

（学事課）

（学事課）

【新規】 （学事課）

小学校通学支援事業

19年度
事業費

　生徒が悩みや不安を気軽に話せる第三者的な
存在として、中学校に「心の教室相談員」を配置し
ます。

761

・配置数 ４校
・時間 768時間

　児童が悩みや不安を気軽に話せる第三者的な
存在として、また、学校と保護者・地域とのパイプ
役として、小学校に「子どもと親の相談員」を配置し
ます。

981

・配置数 ３校
・時間
  １校あたり年
  間320時間

事業概要

　太平小学校木曽石分校の廃止に伴い、児童の
登下校の安全を確保するため、スクールバスを購
入します。

4,282

・太平小学校
  １台

19年度
の成果

　河辺、雄和地区でスクールバスを運行します。
3,349
・配置数 ４台

小学校教師用教科書・
指導書購入経費

　小学校教師用教科書・指導書を購入します。

1,380

・教師用教科書
　13校19学級
・教師用指導書
　２校２学級
・特学児童・教
　師用教科書・
　指導書
　36校53学級
・勝平小学校千
　秋分校教師
　用教科書・指
　導書
　１校６学級

　遠距離通学する児童の通学費の一部を補助し、
また言語障害等児童の通学に係る保護者の交通
費を補助します。

2,542

・遠距離通学費
　385人
・言語障害等通
　学費 ２人

　新設される特別支援学級において、障害に適応
した教育を行うため備品を購入します。 900

・新設学級
　３学級

　各種大会に出場する際の経費について補助しま
す。 900

・５校

　耐用年数が大幅に超過している学校給食設備備
品を計画的に更新し、学校給食環境と設備の充実
に努めます。

6,092

・飯重缶の更新
・回転釜、洗浄
　機の更新

　本市学校保健の振興と児童生徒・教職員の健康
保持増進に寄与することを目的とした「秋田市学校
保健会」がその目的を達成するために実施する事
業に対し、補助金を交付します。

256

・補助対象
　３事業

小学校スクールバス購
入経費

小学校スクールバス運
行経費

事業名および担当課

「心の教室相談員」活用
調査研究事業

「子どもと親の相談員」
活用調査研究事業

小学校特別支援学級新
設経費

小学校給食設備更新経
費

小学校教育団体・各種
大会出場費補助金

健康教育推進関係団体
事業費補助金
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(単位:千円)

【新規】 （学事課）

（学事課）

（学事課）

（学事課）

（学事課）

【新規】 （学事課）

（学事課）

（学事課）

【新規】 （学事課）

（学事課）

（学校教育課）

（学校教育課）

事業概要

・教師用教科
　書　９校18名
・特学生徒・教
　師用教科書
　14校23学級
・勝平中学校千
　秋分校教師
　用教科書
　１校３学級

　児童および教職員に係わる定期健康診断、学校
飲料水・プール水の水質検査、就学時健康診断
等、各種健診検査業務を実施します。

45,369

・実施校 ４７校

　雄和地区でスクールバスを運行します。
1,874

・配置数 ２台

　安全で安心な学校給食を提供します。 85,861
・小学校
　４７校
　年間190日

中学校スクールバス運
行経費

・備品の購入

　遠距離通学する生徒の通学費の一部を補助しま
す。

3,517
・199人

中学校特別支援学級新
設経費

中学校通学支援事業

中学校教師用教科書・
指導書購入経費

　中学校教師用教科書・指導書を購入します。

1,087

19年度
事業費

19年度
の成果

　耐用年数が大幅に超過している学校給食設備備
品を計画的に更新し、学校給食環境と設備の充実
に努めます。

1,749

・飯重缶の更新
・野菜調理機の
　更新

　秋田市中学校体育連盟に対して事業費を補助
し、また中学生の各種大会出場費を補助します。 18,095

・１団体
　３大会
　へ補助

　新設される特別支援学級において、障害に適応
した教育を行うため備品を購入します。 1,200

　生徒および教職員に係わる定期健康診断、学校
飲料水・プール水の水質検査等、各種健診検査業
務を実施します。

21,314

・実施校 24校

　学校での「総合的な学習の時間」における校内外
での体験活動等を支援します。 22,100

・外部講師数
　2,483人

　安全で安心な学校給食を提供します。 54,753
・中学校 24校
  年間190日

　学校教育指導に要する経費を支出します。
6,853

・教育相談推進
　委員会 ２回
・健康教育・性
　教育推進委
　員会 ２回

小学校保健事業

小学校給食事業

事業名および担当課

中学校給食設備更新経
費

中学校保健事業

中学校教育団体・各種
大会出場費補助金

中学校給食事業

学校指導関係経費

小学校「総合的な学習
の時間」支援事業
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(単位:千円)

（学校教育課）

（学校教育課）

（学校教育課）

（御所野学院高等学校）

【新規】 （教委・総務課）

【新規】 （秋田商業高校）

（学事課）

（秋田商業高校）

　学校での「総合的な学習の時間」における校内外
での体験活動等を支援します。 11,050

・外部講師数
　336人

　学校における社会科、健康教育、安全教育に関
する副読本「私たちの秋田市」「私たちの健康」を
作成、「私たちの安全」「私たちの秋田県」を購入
し、該当学年の全児童に配布します。

7,084

・「私たちの秋
　田市」配布冊
　数 3,200冊
・「私たちの健
　康」配布冊
　数 12,440冊
・「私たちの安
　全」配布冊
　数 3.020冊
・「私たちの秋
　田県」配布冊
　数 3,100冊

事業概要
19年度
事業費

3,449

・教室棟の耐震
　診断および必
　要な耐震設
　計

　体育実技テキスト、５万分の１地図の中学校にお
ける補助教材を購入し、中学校１年生に配布しま
す。

3,069

・体育実技テキ
　スト配布冊数
　3,300冊
・５万分の１地
　図配布冊数
　3,300冊

　御所野学院中学校の学校説明会等に関する経
費を支出します。 604

・市立小学校
　47校に対す
　る中高一貫教
　育のＰＲ

高等学校各種大会出場
費補助金

　秋田市立高校生の東北大会以上に対する各種
大会出場費を補助します。 7,200

・学校教育活動
　及び社会教
　育活動の支
　援

　教育用および校務用コンピュータを更新します。
5,383
・生徒 709人
・教職員 54人

秋田市教育ビジョン策定
事業

秋田商業高校耐震補強
等事業

秋田商業高校教育振興
費

中学校教育振興費御所
野学院中学校説明会等
経費

副読本関係事業

中学校補助教材購入経
費

事業名および担当課
19年度
の成果

中学校「総合的な学習
の時間」支援事業

　「第３次秋田市社会教育中期計画」、「秋田市ス
ポーツ振興マスタープラン」の見直しを図りつつ、
学校教育に関するプランおよび文化振興に関する
プランを加えた、本市教育行政全般にわたるビジョ
ンを策定するため、ビジョン策定委員会を設置し、
ビジョンの内容を検討します。

611

・教育行政全般
　にわたるビ
　ジョンの策定

　耐震診断に基づく必要な耐震補強を年次計画に
より実施します。
　耐震診断･設計を平成19年度から23年度まで実
施します。
　耐震補強工事を平成20年度から24年度まで実施
します。
　老朽化が進んでいる屋内運動場屋根・灯油供給
設備およびトイレを耐震補強工事にあわせ、平成
20年度から23年度にかけて年次計画により改修し
ます。

－　29　－



(単位:千円)

（秋田商業高校）

（秋田商業高校）

（御所野学院高等学校）

（教委・総務課）

（教委・総務課）

（教委・総務課）

（教委・総務課）

（教育研究所）

（教委・総務課）

（教委・総務課）

（教委・総務課）

（学事課）

　生徒および教職員の定期健康診断や生徒の学
校災害に伴う共済等の経費を支出します。

6,463
・生徒 709人
・職員 66人

　物品保管棟を改修します。
1,848
・物品保管棟改
　修

　御所野学院高等学校の生徒、職員の検診等、学
校保健に関する経費を支出します。 1,594

・定期健康診断
　生徒・職員受
　診率100%

　秋田北中学校、岩見三内小学校の校舎、体育館
等の改築に着手します。 589,782

・ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ方
　式で設計業
　者の選定

　広面小、秋田東中、大正寺小の大規模改造を行
い、教育環境の改善を図ります。あわせて建物の
耐震性および耐久性の確保を図ります。

404,184

・大正寺小で環
　境整備

　計画的に耐震診断を実施し、その結果に基づき
耐震補強を実施します。 21,461

・耐震診断
　４校
・耐震補強
　４校
で実施

小・中学校情報教育環
境整備事業

　河辺・雄和地区小・中学校の情報教育環境を改
善するため、教育用コンピュータ等を更新します。 727

・千秋分校で情
　報教育環境
　整備を実施

小・中学校耐震補強等
事業

　小学校校舎等の増改築および大規模改造事業
に伴い、必要な備品等を整備します。 2,878

・備品整備
　広面小、浜田
　小の２校
　で実施

　基本研修、職務別研修、専門研修、特別研修等
を体系的に実施し、教職員の資質向上を図りま
す。

4,000

・研修会の実
　施 71講座

　年次計画により児童用机いすおよび教室用ス
トーブ等を更新します。また、経年劣化した学校用
備品等を購入します。

30,020

・児童用机いす
　等の更新を実
　施

　老朽化している学校施設や危険箇所を計画的に
改修します。

34,500
・施設整備の充
　実

　理科教育振興法に基づく理科設備および算数設
備の整備を計画的に行い、設備の更新および現有
率の上昇を図り学習環境を充実します。

2,160

・理科 10校
  算数 ２校

小・中学校大規模改造
事業

秋田商業高校保健事業

教職員研修推進事業

小学校備品充実経費

中学校施設等改修経費

小学校理科教育施設整
備経費

小学校大規模改造等関
連備品購入等経費

秋田商業高校施設等改
修事業

御所野学院高校保健事
業

小・中学校増改築等事
業

事業名および担当課 事業概要
19年度
事業費

19年度
の成果
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(単位:千円)

（学事課）

（美短・総務課）

（美短・学生課）

（美短・総務課）

（美短・総務課）

（美短・総務課）

（美短・総務課）

・理科 11校
・数学 ２校

大学コンソーシアムあき
た事業経費

　将来を担う子どもたちの高等教育機関として、
「大学コンソーシアムあきた」の連携公開講座、高
大連携授業および単位互換制度などを通し、高等
教育機関の連携・交流を図り、大学の地域貢献を
進めます。

100

・大学コンソー
　シアムあきた
　を通じて高等
　教育機関の
　連携・交流を
　図りながらの
　地域貢献の
　推進

中学校理科教育施設整
備経費

　将来を担う子どもたちの高等教育機関として、効
果的な学生募集のために説明会を開催し、高校訪
問を行います。

11,980

・説明会 10回
  開催
・高校訪問
  180校

事業名および担当課 事業概要
19年度
事業費

19年度
の成果

短期大学教務経費

　理科教育振興法に基づく理科設備および算数設
備の整備を計画的に行い、設備の更新および現有
率の上昇を図り学習環境を充実します。

2,360

　将来を担う子どもたちの高等教育機関として、就
職率向上のため、企業訪問を実施するほか、就職
用パンフレットを作成します。 6,010

・企業訪問
  70企業
・就職用パンフ
  レット5,000部
  作成
・協議会
  年２回開催

　将来を担う子どもたちの高等教育機関として、コ
ンピュータを使用した語学学習システムであるＣＡ
ＬＬシステムを導入し、教育設備の改善を図りま
す。

5,607

・老朽化したＬＬ
　教室にＣＡＬＬ
　システムを導
　入し、教育環
　境の整備の
　実施

　将来を担う子どもたちの高等教育機関として、技
術革新と情報化が進む社会に対応したコンピュー
タ関連機器の整備やソフトウェアのバージョンアッ
プを計画的に対応することで、教育レベルを維持し
ます。
　工芸関連機械・設備についても計画的に整備を
図ります。
　附属図書館の蔵書を、美術・デザイン系の大学
にふさわしい専門図書を中心に計画的に整備（平
成２4年度までに４万冊）し、図書の充実を図りま
す。

10,961

・画像編集ソフ
　ト、グラフィッ
　クソフトのバ
　ージョンアップ
・アニメーション
　ソフト、デジタ
　ルビデオ編集
　ソフトの整備
・プロジェク
　ター、携帯ス
　クリーン等の
　教育用設備
　実施
・図書1,200冊
　の整備

　将来を担う子どもたちの高等教育機関として、学
内情報システムを更新し、情報共有の促進に努め
ます。 34,430

・学内情報シス
　テムの機能を
　全面的に見
　直し、更新

就職対策活動事業

CALL教室設備整備事
業

短期大学教育設備等整
備事業

学内情報システム更新
事業
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(単位:千円)

（美短・総務課）

　将来を担う子どもたちの高等教育機関として、老
朽化した教育設備・備品等を計画的に整備し、新
規の備品も計画的に購入します。 542

・図書の整備の
　実施
・金属工芸関係
  機器の整備
　の実施

事業概要

附属高等学院教育設備
等整備事業

事業名および担当課
19年度
事業費

19年度
の成果
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　　　ウ　地域の役割（第12条）

(単位:千円)

（自治振興課）

（自治振興課）

事業概要
19年度
事業費

19年度
の成果

　（地域の役割）
第12条　地域の住民および地域の関係団体は、地域が子どもの社会性および豊
　かな人間性を育む場であることを認識し、子どもの育成について、次の役割を果
　たすよう努めます。
(1)　 相互に連携し、又は協力し、地域社会全体で子どもの育成が図られるための
　環境づくりを進めること。
(2) 　子どもが文化、スポーツ、自然環境等を学び、地域行事など社会性を育むこ
　とができる体験をする機会を提供するなど、子どもが地域社会の一員として、自
　主的かつ主体的に活動できるための必要な支援を行うこと。

　本条では、「地域の役割」について、次の２つが示されております。
　　①地域社会全体で子どもを育成するための「環境づくり」を進めること。
　　②「子どもが地域社会の一員として、自主的かつ主体的に活動できるための必
　　　要な支援」　を行うこと。
  「地域」は、子どもの育成に大きな影響を及ぼす場として、大切な役割を担っていま
す。そのため、地域社会全体が子どもに関心を持ち、温かく見守りながら子どもの育
成に関わりを持てる地域の組織づくりの支援に努めることによって地域力を高める
とともに、地域で子どもを育てる体制づくりを支援するため情報提供を行います。

平成19年度事業費計 135,647 千円

　地域自治活動の拠点となる町内集会所を建設し
ようとする町内会に対して、建設資金の貸付を行
い、町内会財政の負担軽減を図り、地域自治活動
の振興を図ります。

14,600

・貸付 ３団体

集会所類似施設整備・
建設費補助金

　地域自治活動の拠点となる町内集会所の建設
や整備しようとする町内会に対して、補助金を交付
し、各種自治活動の振興を図ります。
　現行(S57～)　　建設補助　　 　　　　１万円/㎡
　　　　　　　　　　　備品補助　　 　３万円・　５万円
　　　　　　　　　　　営繕補助　 　　６万円・１０万円

5,380

・補助 21団体

　小学校区単位などの地区を基礎として地区づくり
組織を、７つの（仮称）市民サービスセンターごとに
結成し、これらの組織と市が連携して、それぞれの
役割を発揮し合うことにより、地域の個性や特色を
活かした魅力ある地域づくりの展開をめざします。

500

・講演会、先進
　市との交流会
　の開催

【新規】
　　（市民協働・地域分権推進室）

地域づくり組織等設立
支援経費

集会所類似施設建設資
金貸付金

事業名および担当課

秋田市子ども条例

目標および取組方針

－　33　－



(単位:千円)

（市民協働・地域分権推進室）

（生涯学習室）

（生涯学習室）

事業概要
19年度
事業費

19年度
の成果

（仮称）西部地域市民
サービスセンター整備事
業

　住民自治の充実をめざす市民協働と都市内地域
分権の拠点施設の一つとして、（仮称）西部地域市
民サービスセンターを、支所、公民館などの公共施
設の複合化を図り、総合的に整備します。

99,200

・事前家屋調
　査、バス仮案
　内所設置、バ
　ス駐車場舗
　装工事、解体
　工事、杭工
　事、本体建設
　工事の一部

（仮称）北部地域市民
サービスセンター建設基
本計画策定事業

　住民自治の充実をめざす市民協働と都市内地域
分権の拠点施設の一つとして、（仮称）北部地域市
民サービスセンターを、支所、公民館などの公共施
設の複合化を図り、総合的に整備します。

8,200

・建設基本計画
 策定、地域調
 整

　市民から事業の提案を募集し、市と協力しながら
事業を実施する仕組みを構築することで、市民が
自分の住む地域に愛着を持ち、地域の課題を解決
できる機会を拡充します。

200

・提案対象事業
　数　２件

　地域で子どもを育てる体制づくりを側面から支援
するため、子ども達が参加できる体験活動などの
行事の開催や、学校施設等を活用した活動の場
の確保、民間を含めた様々な子ども向け行事に関
する情報の提供などを行います。

5,324

・土曜解放
　47小学校
・プレスタ
　年３回
・体験講座
　24事業

　２分の１成人の参加などにより、新成人の新しい
門出を祝福し、新成人としての責任と自覚を促す
機会を創出します。

2,243

・参加率 74％
成人の日記念事業

事業名および担当課

地域愛形成事業

子ども体験活動推進事
業

【新規】
　　（市民協働・地域分権推進室）

【新規】
　　（市民協働・地域分権推進室）
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　　　エ　職場の役割（第13条）

(単位:千円)

（工業労政課）

（工業労政課）

※上の事業を実施するとともに、職場に対する働きかけの手法を検討してまいります。

　（職場の役割）
第13条　職場は、事業活動およびその社会的機能を通じて、子どもの育成に貢献
  すべき社会的使命を帯びていることを認識し、子どもの育成について、次の役割
　を果たすよう努めます。
(1)　 事業主および従業員の連携および協力の下、保護者が安心して仕事に就き
　ながら、その子どもの健全な育成にかかわっていくことができるための職場環境
　づくりを図ること。
(2)　 家庭、学校等、地域および市が行う職場体験活動などの子どもの社会性を
　育む活動に協力すること。

　本条では、「職場の役割」について、次の２つが示されています。
　　①子どもの健全育成のための「環境づくり」を図ること。
　　②子どもの「社会性を育む活動」に協力すること。
　従来、子育てと職場の関係は、生活基盤の形成としての面で多く考えられてきまし
た。
　しかし、近年、働き方の多様化が進む中で、労働者一人ひとりがその価値観やラ
イフスタイルに応じて柔軟な働き方を選択でき、それぞれの能力に応じた適正な処
遇や労働条件が確保されるよう求められています。そのため、育児休業や出産後の
再雇用などについて、優れた取り組みを行っている企業に対しての支援制度の創設
を検討するとともに、高校生を対象に、職業を持つことの大切さを認識させるため
に、しっかりとした職業感の醸成を図る就業支援などを行います。

平成19年度事業費計 30,588 千円

事業名および担当課 事業概要
19年度
事業費

19年度
の成果

　求職者を対象に、「コールセンタースタッフ養成講
座」を実施します。
　高校生を対象に、早期離職の抑制やしっかりとし
た職業観を持つための講座を実施します。
　ニート対策として講演会や相談事業を行い、ニー
トの実態把握に努め、就労へと導く方策について
検討します。

7,588

・コールセン
　タースタッフ
　養成講座
　3回
　高校生就職
　支援講座
　14回 650名
　ニート相談会
　2回

　共済給付、福利厚生、生活資金貸付等の事業を
行なう秋田市勤労者福祉サービスセンターの運営
に補助します。

23,000

・加入事業所
　800
　加入者数
　6,000

就業支援事業

勤労者福祉サービス事
業

秋田市子ども条例

目標および取組方針
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７－３　市の責務（秋田市子ども条例第４章）

　　　ア　市の責務（第14条）

(単位:千円)

事業概要
19年度
事業費

19年度
の成果

　（市の責務）
第14条　市は、子どもの育成について、次の責務を果たします。
(1) 　子どもの育成にかかわる政策を総合的かつ計画的に実施すること。
(2) 　家庭、学校等、地域および職場における子どもの育成に関する取組につい
　て、必要な支援を行うとともに、これらの相互の連携および協力による活動の
　促進に資する調整および支援を行うこと。
(3) 　子どもの育成についての政策の実施に当たっては、市民の理解、協力およ
　び参加が得られるよう努めること。
(4) 　子どもの視点および意見を反映させた施策の推進に努めること。
(5)　 この条例の目指すところや内容について、市民に分かりやすく広めるなど、
　周知、啓蒙および啓発に努めること。

　本条では、本条例を推進するための「市」の責務について、次の５つを示していま
す。
　　①政策の総合的・計画的な実施。
　　②家庭、学校等、地域、職場への支援とこれらの活動の促進に資する調整。
　　③市民の理解、協力、参加の確保。
　　④子どもの意見を反映させた施策の推進。
　　⑤条例の周知・啓発。
　平成１８年の条例制定初年度は、啓発用リーフレットの作成・配布により、子どもの
いる家庭などに広く基本理念の周知を図りました。
　１９年度は、本条例の規定に基づく推進計画を策定しました。推進計画は、実効性
をもたせた単年度毎の計画であり、条例のめざすところが確実に反映されるように
努めます。
　また、本市が今まで進めてきた子ども関連施策の推進とともに、特に、示された５
つの責務を踏まえ、効果的な事業の進め方などについて、さらに研究していきます。

平成19年度事業費計 135 千円

　第２次ベビーブーム世代を中心に出生動向を底
上げし、少子化の流れに歯止めをかけるには、今
が最後のチャンスととらえ「子どもたちがたくましく
健やかに育つ社会」「子どもを生み、育てることに
喜びを感じることができる社会」への転換を図りま
す。
　なお、これらのことについては、次世代育成支援
行動計画に基づいて実施していきますが、新た
に、子ども条例に基づく、単年度ごとの推進計画を
策定し、第14条に掲げる責務を果たすよう努めま
す。

135

・推進計画の
　策定次世代育成支援の推進

【新規】
 （男女共生・次世代育成支援室）

事業名および担当課

秋田市子ども条例

目標および取組方針
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参 考

秋田市未来を築く子どもを育むための市民や社会の役割に関する条例

目次

前文

第１章 総則（第１条－第３条）

第２章 子どもにとって大切なこと（第４条－第９条）

第３章 それぞれの役割（第10条－第13条）

第４章 市の責務（第14条）

第５章 基本となる政策（第15条・第16条）

第６章 推進体制（第17条）

第７章 雑則（第18条）

附則

子どもは社会の宝であり、希望です。一人ひとりが、さまざまな個性や能力や夢をもった

かけがえのない存在です。子どもが一人の人間として尊重され、社会の一員として重んじら

れながら、自らの可能性を伸ばし、未来に向かって健やかに育っていくことができる社会で

あることは、時代を超えた市民すべての願いです。

いじめ、体罰、児童虐待や子どもが当事者となる事件の多発、そして、不登校の増加傾向

などに加え、核家族化、少子化、さらには都市化の進行や有害情報のはん濫など、時代や社

会の進展の中で、子どもを取り巻く環境は、ますます厳しく、複雑になってきています。

すべての子どもが、生き生きと輝き、伸びやかに、たくましく育っていける、そして、子

どもが、自分を大切にするなかで、他者をも大切にし、お互いを尊重し合える力をつけてい

くことができる環境をつくっていくことは、大人や社会の役割であり、また、責任でもあり

ます。

そのためには、市民一人ひとりが、子どもに対してどのような人間になってほしいかとい

、 、 、うそれぞれの願いをもって 子どもの育成に主体的にかかわり 何をなすべきかを共に考え

話し合い、共通の認識をもつことが望まれます。家庭、学校等、地域や職場をはじめ、その
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全体にかかわる市には、それぞれの役割や責任を再確認し、相互の連携と協力や全体として

の協働による取組が求められます。

すべての子どもが健やかに育まれ、そして、秋田市民一人ひとりが未来を築く子どもの育

成に誇りと喜びを感じることができる社会の実現を図るため、この条例を制定します。

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、子どもの育成について、基本理念を定め、家庭、学校等、地域および

職場の役割ならびに市の責務を明らかにするとともに、市の基本となる政策等を定めるこ

とにより、未来を築くすべての子どもが健やかに育まれ、かつ、市民一人ひとりが子ども

の育成に誇りと喜びを感じることができる社会の実現を図ることを目的とします。

（定義）

第２条 この条例において「子ども」とは、18歳未満の者をいいます。

（基本理念）

第３条 子どもの育成における基本理念は、次に掲げる事項とします。

(1) 子どもの人格および子どもが権利の主体であることを尊重すること。

(2) 子どもに関心を寄せ、温かく見守り、向き合うほか、子どもとの信頼関係の構築に配

慮するとともに、子どもとの日常的な触れ合いを大切にすること。

(3) 家庭、学校等、地域、職場および市は、子どもの育成におけるそれぞれの役割又は責

務に応じた自主的かつ主体的な取組を図るとともに、相互の連携および全体としての協

働を図ること。

第２章 子どもにとって大切なこと

（子どもの個の尊重）

第４条 市と市民は、子どもが一人の人間としてその人格や個性が尊重されるとともに、子

ども自身においても、自己を大切にするとともに他者をも尊ぶことの大切さを学び、自覚

できる社会環境づくりに努めます。

（子どもの意見表明）

第５条 市と市民は、子どもが、自分で思ったこと、考えたこと、感じたことを素直に、か

つ、自由に表現するとともに、意見および希望として表明することができるよう、子ども

の年齢および成長を相応に考慮しつつ、必要な支援に努めます。
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（子どもの参加）

第６条 市と市民は、子どもの自主性および主体性を大切にしながら、社会参加などの促進

が図られるよう必要な支援に努めます。

（子どもの場の確保）

第７条 市と市民は、子どもが遊び、学び、集うことができる場とともに、心の居場所が確

保されるよう必要な支援に努めます。

（子どもの心身の健康）

第８条 市と市民は、子どもが心身ともに健やかに、かつ、たくましく成長することができ

るよう必要な支援に努めます。

（子どもの安全確保）

第９条 市と市民は、子どもを犯罪、交通事故、いじめ、児童虐待等の被害および子どもを

取り巻く有害な環境から守る活動等の推進により、子どもが健やかに成長することができ

る安全で良好な環境づくりに努めます。

第３章 それぞれの役割

（家庭の役割）

第10条 家庭は、子どもにとって最も身近で、最も小さな社会的単位としての成長の原点で

あるという認識の下、子どもの育成について、次の役割を果たすよう努めます。

(1) 家族は、互いのきずな、愛情および触れ合いを大切にしながら、子どもの心身のより

どころとしての家庭環境づくりを図ること。

(2) 保護者は、子どもと共に育ち合う中で、子どもが、自ら学び、自ら考え、自らを変え

ていく力など、育つ力を蓄え、発揮していくことができるよう図ること。

(3) 保護者は、子どもと共に語り、考え、行動しながら、子どもが基本的な生活習慣や社

会のきまりを身に付けていくことができるよう図ること。

（学校等の役割）

第11条 学校等は、それぞれの設置目的、理念等に基づき、子どもの育成における重要な社

会的使命を担うことを認識し、次の役割を果たすよう努めます。

(1) 子どもが集団の中で可能性を開花させていくために必要な、豊かな人間性および社会

性をはじめ、自ら課題をみつけ、自ら考え、自ら解決していく力や基礎学力など、生き

る力を、子どもの心身の発達段階に応じて育んでいくこと。
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(2) 子どもの発達段階に応じた、喜び学ぶ場、遊ぶ学びの場および生きる学びの場として

の環境づくりを図ること。

（地域の役割）

第12条 地域の住民および地域の関係団体は、地域が子どもの社会性および豊かな人間性を

育む場であることを認識し、子どもの育成について、次の役割を果たすよう努めます。

(1) 相互に連携し、又は協力し、地域社会全体で子どもの育成が図られるための環境づく

りを進めること。

(2) 子どもが文化、スポーツ、自然環境等を学び、地域行事など社会性を育むことができ

る体験をする機会を提供するなど、子どもが地域社会の一員として、自主的かつ主体的

に活動できるための必要な支援を行うこと。

（職場の役割）

第13条 職場は、事業活動およびその社会的機能を通じて、子どもの育成に貢献すべき社会

的使命を帯びていることを認識し、子どもの育成について、次の役割を果たすよう努めま

す。

(1) 事業主および従業員の連携および協力の下、保護者が安心して仕事に就きながら、そ

の子どもの健全な育成にかかわっていくことができるための職場環境づくりを図るこ

と。

(2) 家庭、学校等、地域および市が行う職場体験活動などの子どもの社会性を育む活動に

協力すること。

第４章 市の責務

（市の責務）

第14条 市は、子どもの育成について、次の責務を果たします。

(1) 子どもの育成にかかわる政策を総合的かつ計画的に実施すること。

(2) 家庭、学校等、地域および職場における子どもの育成に関する取組について、必要な

支援を行うとともに、これらの相互の連携および協力による活動の促進に資する調整お

よび支援を行うこと。

(3) 子どもの育成についての政策の実施に当たっては、市民の理解、協力および参加が得

られるよう努めること。

(4) 子どもの視点および意見を反映させた施策の推進に努めること。



－ －41

(5) この条例の目指すところや内容について、市民に分かりやすく広めるなど、周知、啓

蒙および啓発に努めること。

第５章 基本となる政策

（推進計画）

第15条 市は、子どもの育成について、その政策を計画的に進めていくための基本となる計

画（以下「推進計画」といいます ）をつくります。。

２ 市は、推進計画を策定するときは、この条例の趣旨に基づき、市民から意見等を求め、

その反映に努めます。

３ 市は、推進計画を策定したときは、分かりやすく公表します。

（評価）

第16条 市は、推進計画に基づいて行った事業等の結果について評価します。

２ 市は、前項の評価について、分かりやすく、速やかに公表します。

第６章 推進体制

（推進体制）

第17条 市は、子どもの育成についての政策を総合的かつ計画的に進めるため、総合的な推

進体制を整備します。

第７章 雑則

（委任）

第18条 この条例の施行に関し必要な事項は、別に定めます。

附 則

この条例は、平成18年５月５日から施行します。
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